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（証券コード：7834）
平成29年12月7日

株 主 各 位
東京都千代田区外神田一丁目８番13号
マ ル マ ン 株 式 会 社

代表取締役 金 在 昱

第18回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第18回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席いただきますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年12月21日（木曜日）午
後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１ 日 時 平成29年12月22日（金曜日）午前10時
２ 場 所 東京都千代田区一ツ橋二丁目６番２号

日本教育会館　806号室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３ 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第18期（自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30

日）事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第18期（自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30
日）計算書類報告の件

決 議 事 項
第1号議案
第2号議案

取締役６名選任の件
補欠監査役１名選任の件
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株主各位
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４　その他株主総会招集に関する事項
①　代理人によるご出席の場合、代理人の資格は、当社の議決権を有する他

の株主１名に限ることとさせていただきます。その場合は、委任状を同
封の議決権行使書用紙とともに会場受付にご提出くださいますようお願
い申し上げます。

②　議決権行使書面に各議案についての賛否の表示がない場合は、賛成の表
示があったものとして取り扱わせていただきます。

③　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注
記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び定款第
1 6 条 の 定 め に 基 づ き 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.maruman.co.jp/ir/stock/meeting/）に掲載しており
ますので、報告事項に関する添付書類には記載しておりません。なお、
「連結注記表」及び「個別注記表」は、監査役及び会計監査人が監査報
告を作成するに際して、連結計算書類、計算書類の一部として併せて監
査を受けております。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合
には、当社ウェブサイト（http://www.maruman.co.jp/)において周知させ
ていただきます。
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（添付書類）
事業報告

(自　平成28年10月 1 日
至　平成29年 9 月30日 )

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における国内経済は、雇用情勢や所得環境に改善の傾向が
見られ、政府の各種政策を背景に緩やかな回復基調で推移しましたが、英国
のＥＵ離脱問題や米国の新政権の動向など、海外経済の不確実性から、先行
きは不透明な状況となっております。
　このような状況の中、当社グループは、当連結会計年度においてゴルフ場
を運営する連結子会社を売却したことで、ゴルフ場運営事業の売上が減少し
ましたが、ゴルフ事業において、主力のマジェスティ及びシャトルの各ブラ
ンドから新商品を発売し、店頭設置が順調に進んだこと及び最大の輸出先で
ある韓国から安定した受注が続いたこと、また、健康食品関連事業において
は、禁煙ブームの高まりと喫煙に対する規制の強化から電子パイポ等の禁煙
関連商品の売上が好調に推移したことで、全体として売上が増加しました。
　損益面においては、たな卸資産の評価基準を見直したことなどにより売上
原価が増加しましたが、その一方で、ゴルフ場運営子会社の株式譲渡に伴い
売却益が発生しました。
　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高が6,888百万円（前期比5.9％
増）、営業利益が187百万円（前期比4.9％減）、経常利益が130百万円（前
期比70.8％増）、また、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては
284百万円（前期比280.1％増）となりました。

　当連結会計年度のセグメントの業績は、次のとおりであります。

（ゴルフ事業）
　当連結会計年度において、組織変更を実施し、国内ゴルフ事業と輸出関連
事業をゴルフ事業として統合したことなどに伴い、従来、「国内ゴルフ事業」
と「輸出関連事業」に区分していた報告セグメントは、当連結会計年度より
「ゴルフ事業」へと変更しております。
　ゴルフ事業は、当連結会計年度において、主力ブランドのマジェスティプ
レステジオシリーズから、「マジェスティ　プレステジオ　ナイン」を発売

－ 3 －
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し、ゴルフ事業の売上に大きく貢献しました。また、フェアウェイウッドで
好評を得てきているシャトルブランドより、新たにドライバーからＦＷ、Ｕ
Ｔ、アイアンまでのフルラインナップで展開する新商品「シャトル　ＮＸ　
１」を発売し、店頭設置の拡大に努めました。
　海外においては「マジェスティ　プレステジオ　ナイン」を中心に、マジ
ェスティブランドの海外専用モデルの受注も好調に推移しました。
　その一方で、たな卸資産の評価基準を見直したことにより、売上原価が上
昇しました。
　ゴルフ事業の当連結会計年度の業績は、売上高が4,326百万円（前期比
6.4％増）、営業利益が118百万円（前期比16.2％減）となりました。

（健康食品関連事業）
　健康食品関連事業は、サプリメント等の健康食品の売上が低調であったも
のの、電子パイポの売上が大幅に増加したことで、全体の売上が増加しまし
た。また、健康機器及び雑貨関連の売上も順調に推移しました。
　しかし、商品構成が変化したことなどにより、原価率が上昇しました。
　健康食品関連事業の当連結会計年度の業績は、売上高が2,491百万円（前
期比19.1％増）、営業利益が67百万円（前期比37.1％減）となりました。

（ゴルフ場運営事業）
　ゴルフ場運営事業は、茨城県常陸太田市に「新・西山荘カントリー倶楽部」
を保有し、ゴルフ場の運営を行っておりましたが、当社グループは、平成28
年12月15日付でゴルフ場を保有・運営する株式会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジ
メントの株式を譲渡し、ゴルフ場運営事業から撤退いたしました。
　ゴルフ場運営事業の当連結会計年度の業績は、売上高が74百万円（前期比
79.2％減）、営業利益が４百万円（前期は営業損失52百万円）となりまし
た。

－ 4 －
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⑵　設備投資等の状況
　特記すべき設備投資は行っておりません。

⑶　資金調達の状況
①当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より長期

借入金として300百万円及び金融機関を引受先とする社債の発行200百万
円の調達を行いました。

②当連結会計年度中に、新株予約権の行使による新株発行により200百万円
の資金調達を行いました。

⑷　対処すべき課題
　当社グループの対処すべき課題は以下のとおりです。
　ゴルフ用品業界は、国内においてスポーツ・レジャーの多様化が進む中、
ゴルファー数の減少傾向が見られ、市場規模はマイナス基調となっており、
販売需要の創出が課題となっております。
　また、健康食品業界は、高齢者人口の増加と消費者の健康志向から潜在的
需要は依然高いものの、市場への新規参入の増加と販売ルートの多角化によ
り市場での競争はますます厳しくなるものと予想され、当社グループは、大
手企業の圧倒的なマーケティング力に対し、特長のある商品開発と販路の拡
大が課題となっております。
　このような状況を踏まえ、当社グループは、マーケティング戦略の強化を
実施し、これに伴なう営業体制の抜本的な見直しを行うとともに社員の高齢
化に伴なう年齢構成の是正を図り、商品開発体制の強化を行っていくことを
目的とする経営改革を実施することとしました。
　当社グループでは、一連の経営改革の実施により、安定的な経営基盤の確
立を目指してまいります。

⑸　重要な企業再編等の状況
　当社グループは、平成28年12月15日付でゴルフ場を運営する株式会社西
山荘Ｃ．Ｃ．マネジメントの株式を譲渡し、ゴルフ場運営事業から撤退しま
した。また、当該子会社株式を保有していた合同会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジ
メントは、平成29年９月20日付で清算結了しました。

－ 5 －
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⑹　直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区　分 第15期
(平成26年９月期)

第16期
(平成27年９月期)

第17期
(平成28年９月期)

第18期
（当連結会計年度）
(平成29年９月期)

売 上 高 (千円) 6,065,515 6,393,787 6,506,416 6,888,040

経 常 利 益 (千円) △494,547 38,143 76,359 130,436
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 (千円) △917,201 42,948 74,807 284,358

１株当たり当期純利益 (円) △75.00 3.51 5.95 16.92

総 資 産 (千円) 4,803,963 4,690,711 4,343,098 4,246,121

純 資 産 (千円) 516,385 561,840 1,011,408 1,675,920
１株当たり純資産額 (円) 42.23 45.85 64.70 97.28

②　当社の財産及び損益の状況

区　分 第15期
(平成26年９月期)

第16期
(平成27年９月期)

第17期
(平成28年９月期)

第18期
（当事業年度）
(平成29年９月期)

売 上 高 (千円) 5,621,790 5,948,369 6,071,519 6,742,985

経 常 利 益 (千円) △627,802 98,549 217,003 170,638

当 期 純 利 益 (千円) △757,344 119,149 129,477 217,098

１株当たり当期純利益 (円) △61.93 9.74 10.29 12.92

総 資 産 (千円) 4,623,855 4,645,830 4,364,423 4,267,579

純 資 産 (千円) 518,404 645,844 1,141,326 1,708,715
１株当たり純資産額 （円） 42.39 52.71 73.04 99.18

（注）１．△は損失を示しております。
２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。また、期

中平均発行済株式数については、自己株式数を控除して算出しております。
３．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数により算出しております。また、期末発行

済株式数については、自己株式数を控除して算出しております。

－ 6 －
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⑺　重要な親会社及び子会社の状況
　①　親会社の状況
　　　該当事項はありません。

　　②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社出資比率
（％） 主 要 な 事 業 内 容

丸 万 （ 香 港 ） 有 限 公 司 （千香港ﾄﾞﾙ）
5,132 100 ゴルフ用品の販売

丸万（上海）体育用品貿易有限公司 （千米国ﾄﾞﾙ）
630 100 ゴルフ用品の販売

丸 万 （ 北 京 ） 商 貿 有 限 公 司 （千米国ﾄﾞﾙ）
1,450 100 ゴルフ用品の販売

（注）1.当社の連結子会社は、上記の重要な子会社３社であり、持分法適用関連会社は１社であ
ります。

2.合同会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジメントは、平成29年９月20日付で清算結了いたしまし
た。

3.株式会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジメントは、平成28年12月15日付で株式を譲渡し、重要
な子会社に該当しなくなりました。

⑻　主要な事業内容（平成29年９月30日現在）
　当社グループは、「健康」をキーワードとして、ゴルフクラブ・キャディ
バッグ等のゴルフ用品、禁煙パイポ等の禁煙関連商品、各種サプリメント等
の健康食品、その他健康関連商品の企画・開発・製造・販売及び輸出入を行
っております。
　なお、当連結会計年度において、組織変更を実施し、国内ゴルフ事業と輸
出関連事業をゴルフ事業として統合したことなどに伴い、従来、「国内ゴル
フ事業」と「輸出関連事業」に区分していた報告セグメントは、当連結会計
年度より「ゴルフ事業」へと変更しております。
　また、当連結会計年度において、ゴルフ場を保有、運営する連結子会社で
ある株式会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジメントの株式を譲渡し、当該子会社株式
を保有していた合同会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジメントは清算を結了し、当社
グループはゴルフ場運営事業から撤退いたしました。
　各事業の内容は以下のとおりであります。
①　ゴルフ事業

　主な製品は、ゴルフクラブ、ゴルフ用品等であります。
　当社が開発・製造し、国内市場での販売と、海外については子会社、関
連会社及び提携先販売代理店を通じて市場への販売を行っております。

－ 7 －
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②　健康食品関連事業
　主な製品は、健康食品（サプリメント）、禁煙関連商品、音波振動歯ブ
ラシ及び健康機器等であります。

⑼　主要な営業所（平成29年９月30日現在）
　①　当社の主な営業所

事 業 所 所 在 地 事 業 所 所 在 地
本 社 東京都　千代田区 東 京 支 店 東京都　千代田区

工 場 千葉県　松戸市 東 京 第 二 支 店 神奈川県　横浜市

ゴルフ物流センター 栃木県　宇都宮市 名 古 屋 支 店 愛知県　名古屋市

ヘルスケア物流センター 千葉県　松戸市 大 阪 支 店 　大阪府　大阪市
仙 台 支 店 宮城県　仙台市 福 岡 支 店 福岡県　福岡市

（注）工場及びヘルスケア物流センターは、平成29年６月に現所在地に移転しました。

　②　主要な子会社
名 称 所 在 地

丸万（香港）有限公司 香港

丸万（上海）体育用品貿易有限公司 中華人民共和国
丸万（北京）商貿有限公司 中華人民共和国

－ 8 －

主要な事業内容、主要な営業所
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⑽　使用人の状況（平成29年９月30日現在）
①　企業集団の使用人の状況
  事　業　区　分   使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

ゴルフ事業 104（18）名 4名減（－）

健康食品関連事業 30 （ 1） 3名増（－）

ゴルフ場運営事業 － （－） 21名減（23名減）

全社（共通） 14 （－） 2名増（－）
合　　　計 148（19） 20名減（23名減）

（注）1.使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均員数を外
数で記載しております。

　　　2.使用人数が前期末と比べ20名、パート及び嘱託人数が23名それぞれ減少しており
ますが、その主な理由は、ゴルフ場を運営する子会社を売却した事によるものであ
ります。

②　当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

　142（19）名 4名増（－） 47.3歳 16.5年
（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均員数を外数

で記載しております。

⑾　企業集団の主要な借入先（平成29年９月30日現在）
単位：百万円

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 275

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 200
株 式 会 社 東 京 ス タ ー 銀 行 200

（注）株式会社みずほ銀行の借入残高は、第１回無担保社債であります。

－ 9 －

使用人の状況、企業集団の主要な借入先
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２．会社の株式に関する事項（平成29年9月30日現在）
⑴　発行可能株式総数 32,500,000株

⑵　発行済株式の総数 17,228,201株
（注）当連結会計期間中、新株予約権の行使による新株式の発行により、発

行済み株式総数は1,647,292株増加しております。

⑶　株主数 6,963名

⑷　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

MarumanKorea Co.,Ltd 3,327千株 19.31％

株 式 会 社
COSMO&Company 2,400千株 13.93％

モーツァルトアドバイザー
ズコリアリミテッド 2,294千株 13.32％

パインクレスト・アセット・
マネジメント合同会社 995千株 5.78％

日本証券金融株式会社 334千株 1.94％

楽天証券株式会社 174千株 1.01％

小川　久哉 150千株 0.87％

近藤　　仁 147千株 0.86％

マネックス証券株式会社 128千株 0.75％

松井証券株式会社 122千株 0.71％

　　（注）持株比率は、自己株式（425株）を控除して算出しております。

⑸　その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
　⑴　当事業年度の末日において、当社役員が保有している、職務執行の対価と

して交付された新株予約権の状況
　　　該当事項はありません。

　⑵　当事業年度中に、職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況

　　　該当事項はありません。

　⑶　その他新株予約権等の状況
　　　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の状況（平成29年９月30日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 出 山 泰 弘

専 務 取 締 役 筋 野 秀 樹 製造･R&D本部長
常 務 取 締 役 溝 田 勝 彦 ヘルスケア事業部長
取 締 役 金 　 錫 根 MarumanKorea Co.,Ltd代表取締役
取 締 役 石 上 晴 康 石上法律事務所弁護士

取 締 役 永 井 　 猛 早稲田大学大学院商学研究科教授

常 勤 監 査 役 宮 　 内 　 幸 三 郎 ㈱多摩川ホールディングス取締役

監 査 役 樋 口 俊 輔 税理士法人樋口税務事務所代表社員
地盤ネットホールディングス㈱監査役

監 査 役 白 　 洪 煜 シティ信用情報株式会社顧問

（注）１．取締役石上晴康氏及び永井猛氏は、社外取締役であります。
２．監査役樋口俊輔氏及び白洪煜氏は、社外監査役であります。
３．監査役樋口俊輔氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。
４．当社は取締役石上晴康氏及び永井猛氏、監査役樋口俊輔氏を、東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５．当事業年度に退任した取締役

氏　　　　名 退　任　日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼
職の状況

盧 　 康 九 平成28年12月22日 任期満了
専務取締役
㈱COSMO&Company代表
取締役

許 　 京 秀 平成29年6月30日 辞任

取締役会長
COSMO新素材㈱代表取締役
㈱COSMO&Company取締
役
COSMO&Company Inc.取
締役

　　　６．当事業年度末日後に生じた取締役及び監査役の就任及び退任は、次のとおりです。
　　　　　①平成29年10月10日開催の臨時株主総会において、金在昱氏が取締役に選任され
　　　　　　就任いたしました。また、同氏は同総会終了後開催の取締役会において、代表
　　　　　　取締役社長に選任され就任いたしました。
　　　　　②平成29年10月10日開催の臨時株主総会において、松下高広氏が取締役に選任され
　　　　　　就任いたしました。また、同氏は同総会終了後開催の取締役会において、代表取
　　　　　　締役専務に選任され就任いたしました。
　　　　　③平成29年10月10日開催の臨時株主総会において、吳洪在氏が取締役に選任され就
　　　　　　任いたしました。
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　　　　　④平成29年10月10日開催の臨時株主総会において、平山雅彦氏が社外監査役に選任
　　　　　　され就任いたしました。
　　　　　⑤専務取締役筋野秀樹氏は平成29年10月5日をもって辞任により退任いたしました。
　　　　　⑥常務取締役溝田勝彦氏は平成29年10月5日をもって辞任により退任いたしました。
　　　　　⑦平成29年10月10日開催の臨時株主総会終結の時をもって、社外監査役白洪煜氏は
　　　　　　辞任により退任いたしました。
　　　　　⑧取締役出山泰弘氏は平成29年10月31日をもって辞任により退任いたしました。

　⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役並びに各監査役との間で、会社法第427条第１項の規
定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。
　当該契約に基づく責任の限度額は、いずれの契約も金1,200千円または法
令の定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。
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　⑶　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要
取 締 役
（ う ち 、 社 外 取 締 役 ）

8名
　　　　（2名）

57百万円
（2百万円） （注）1.2.4

監 査 役
（ う ち 、 社 外 監 査 役 ）

3名
（2名）

10百万円
（2百万円） （注）3

合 計 11名 68百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２.　平成18年12月21日開催の第７回定時株主総会で決議された取締役の報酬限度額は、

月額100百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を除く）であります。
３.　平成14年12月30日開催の第３回定時株主総会で決議された監査役の報酬限度額は、

月額20百万円以内であります。
４.　当事業年度末現在の取締役は6名（うち社外取締役は2名）、監査役は３名（うち社外

監査役は２名）であります。上記取締役の報酬等の支給人数と相違しておりますのは、
平成28年12月22日付で退任した取締役1名及び平成29年6月30日付で辞任した取締
役1名が含まれているためであります。

⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等との重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

区分 氏名 兼職先法人等名 兼職の内容
社 外 取 締 役 石 上 晴 康 石上法律事務所 弁護士
社 外 取 締 役 永 井 　 猛 早稲田大学大学院商学研究科 教授

社 外 監 査 役 樋 口 俊 輔 税理士法人樋口税務事務所
地盤ネットホールディングス㈱

代表社員
監査役

社 外 監 査 役 白 　 洪 煜  シティ信用情報㈱  顧問
（注）当社と各上記兼職先法人等との間には特別な関係はありません。
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②　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 石 上 晴 康
当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に出
席し、弁護士として専門的見地から、適宜発言を行って
おります。

社 外 取 締 役 永 井 　 猛
当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に出
席し、マーケティングの専門家としての見地から、適宜
発言を行っております。

社 外 監 査 役 樋 口 俊 輔

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回、監査
役会6回のうち6回に出席し、財務及び会計の高度な知識
を活かし、取締役会において、意思決定の妥当性・適正
性を確保するための意見を述べ、また、監査役会におい
て社外監査役として行った監査の報告を行い､必要に応
じ、他の監査役が行った監査についての質問と意見を述
べております。

社 外 監 査 役 白 　 洪 煜

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回、監査
役会6回のうち5回に出席し、豊富な見識と経験に基づ
き、取締役会において、意思決定の妥当性・適正性を確
保するための意見を述べ、また、監査役会において社外
監査役として行った監査の報告を行い、必要に応じ、他
の監査役が行った監査についての質問と意見を述べてお
ります。
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５．会計監査人の状況
⑴　当社の会計監査人の名称

ＲＳＭ清和監査法人
(注)清和監査法人は、平成29年７月１日付でＲＳＭ清和監査法人に名称変更しておりま

す。

⑵　報酬等の額
ＲＳＭ清和監査法人

１．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000千円

２.　当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべ
き金銭その他の財産上の利益の合計額

24,000千円

(注)1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
　　　　　 に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

　　　 ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
　　　 ます。

　　　　 2.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積り
　　　 の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人
　　　 の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令違反及び公序良俗に反する
行為の有無のほか、会計監査人の独立性及び審査体制その他職務の実施に関
する体制を特に考慮し、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人
の解任のほか、原則として会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と
認められる場合には、監査役会は、会計監査人の解任または不再任に関する
議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき当該議案を株主総会に提出い
たします。
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６．会社の体制及び方針
⑴　業務の適正を確保するための体制について

　当社グループは、我々が培ってきた技術や資源を活用し、ゴルフ用品関連
事業と健康食品関連事業を通じて、「すべての人々が健康に生活できること」
を実現することを経営の基本方針としております。
　この経営方針を実現するために当社グループでは、以下のとおり、内部統
制システムの整備を推進しております。
①　当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制
　当社グループ全体の業務執行が適正かつ健全に行われるよう、当社及び
子会社の取締役会は企業統治を一層強化する観点から、実効性のある内部
統制システムの構築と法令遵守体制の確立に努めています。また、監査役
会は当社グループの内部統制システムの有効性と機能を監査し、課題の早
期発見と是正に努めています。

②　当社及び子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関す
る体制

　当社及び子会社の取締役は、取締役会議事録、稟議決裁書、その他職務
の遂行に係る情報を文章管理規程、稟議・申請規程等の定めるところに従
い、適切に保存及び管理を行います。役員の要求があるときは、いつでも
閲覧に供せるように管理しています。

③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理体制の基礎としてリスク管理規程を制定し、個々のリスクに
ついての管理責任部署を定め、同規程に従ったリスク管理体制を構築しま
す。危険が発生・発見された場合には対策本部の設置をするなど、迅速な
対応を行い損害の拡大防止に努めるものとします。監査役及び内部監査チ
ームは定期的に業務執行状況の監査を実施し、損失の危険に繋がりうるリ
スクの洗い出し、評価、リスクに対する対応状況を確認します。
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④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す
るための体制

　当社及び子会社は、環境変化に対応した会社全体の将来ビジョンと目標
を定めるため、中期経営計画及び半年後の経営計画を策定しています。経
営計画を達成するため、取締役の職務権限と担当業務を明確にし、職務の
執行の効率化を図っています。また、意思決定プロセスのより一層の適正
化を図るため、取締役会への弁護士、及びその他の専門家の出席を確保し
ています。

⑤　当社及び子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制

　当社グループは、法令、定款、その他社内規程及び社会通念などを遵守
した行動をとるための倫理規範、行動規範等の作成作業を推し進めており、
その周知徹底と規範等の遵守と推進を図っています。

⑥　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための
体制

　当社の全社管理室は、子会社の経営について、その自主性を尊重しつつ、
当社と子会社とが健全な発展と相互業績向上を図るために「関係会社管理
規程」に従い、事業内容の定期的な報告を受け、総括的な管理をしていま
す。
　内部監査チームを設け、当社グループに内在する諸問題または重大なリ
スクをともなう事象の発見に努め、グループ全体の利益を守る見地からグ
ループ各社の業務執行の適正性を確保しています。なお、内部監査チーム
は当社の内部監査機能を併せ持っています。

⑦　当社及び子会社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置く場合にお
ける当該使用人に関する事項

　当社及び子会社の監査役は、監査業務に必要な事項を命令することがで
きるものとし、当社及び子会社の監査役より監査業務に必要な命令を受け
た使用人は、その命令に関して、取締役等からの指揮命令は受けないもの
としております。
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⑧　当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、そ
の他の監査役への報告に関する体制

　当社及び子会社の取締役または使用人は、職務執行に関して重大な法令
ないし定款違反もしくは不正の事実、または会社に著しい損害を及ぼすお
それのある事実を知ったときは、随時、監査役会に報告することになって
います。当社及び子会社の取締役または使用人は、業務運営あるいは重要
な影響を及ぼす決定を行ったときは、遅滞なく監査役会に報告することに
なっています。また、内部監査チーム長は内部監査終了ごとに監査の方法
及び結果の概要を監査役会に報告することになっています。監査役に報告
を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行う
ことを禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役及び使用人に周知徹底い
たします。

⑨　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　代表取締役は、監査役と可能なかぎり会合を持ち、業務報告とは別に会
社運営に関する意見交換のほか、意思の疎通を図っております。取締役会
は、業務の適正を確保する上で重要と考える業務執行会議への監査役の出
席を確保しています。
　当社は、監査役がその職務の執行について、独自の外部専門家（弁護士、
会計士等）を活用するための費用の支出を求めた場合は、当該監査役の職
務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を負担します。

⑩　反社会的勢力の排除について
　当社は暴力・威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団ま
たは個人を反社会的勢力と定義し、この反社会的勢力と資金提供や裏取引
その他一切の関係を持たず、反社会的勢力の被害については毅然とした態
度で応じることを基本方針としております。
　具体的な行動としては、倫理規範において当社役職員に上記方針を徹底
するとともに、コンプライアンス規程において詳細な対応条項を盛り込み、
不当要求に一切応じないための体制を整えております。

－ 19 －
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度において、当社における業務の適正性を確保するための運用状
況の概要は以下のとおりです。
①　重要な会議の開催状況

　当社の主な会議の開催状況は以下のとおりです。
　当社の取締役会を18回開催したほか、子会社の取締役が出席する会議を
３回開催し、情報の共有化を図るとともにグループの経営課題の対応につ
いて検討しました。

②　監査役の職務遂行について
　常勤監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うと
ともに、取締役会、経営戦略会議及び経営会議に出席し、業務執行が適切
に行われているかを確認し、監査役会において情報共有しております。

③　内部監査の実施について
　内部監査チームは、内部監査計画に基づき内部監査を実施しました。内
部監査の結果及び指摘事項に関する改善状況については、社長及び監査役
に対して報告を行っております。

⑶　会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

⑷　剰余金の配当等の決定に関する基本方針
　当社グループの利益配分に関する基本方針につきましては、当社グループ
の株主の皆様への利益配当を第一と考えた上で、財務体質と経営基盤及び今
後の事業展開を総合的に勘案して決定しております。
　なお、当期の配当につきましては、財務体質の改善を最優先といたしたく、
誠に遺憾ではございますが、無配とさせていただくこととしました。

（注）　本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。
また、比率は、表示単位未満を四捨五入しております。

－ 20 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年９月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

固 定 化 営 業 債 権

長 期 未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
開 業 費

3,756,453
463,751

1,750,656

1,035,060

11,637

384,750

53,948

106,989

△50,341

487,943
170,486
115,038

12,579

42,869

45,646
38,000

7,492

154

271,810
36,206

44,942

667,436

401,314

114,461

△992,552

1,725
1,725

流 動 負 債 2,194,852

支払手形及び買掛金 1,330,890

短 期 借 入 金 323,480

未 払 金 345,683

未 払 法 人 税 等 38,729

返 品 調 整 引 当 金 72,602

製 品 保 証 引 当 金 9,381

1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 40,000

そ の 他 34,085

固 定 負 債 375,349

長 期 借 入 金 175,500

社 債 160,000

製 品 保 証 引 当 金 11,971

資 産 除 去 債 務 20,005

そ の 他 7,872

負 債 合 計 2,570,201

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,674,379

資 本 金 1,558,704

資 本 剰 余 金 1,124,342

利 益 剰 余 金 △1,008,501

自 己 株 式 △166

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 1,540

その他有価証券評価差額金 151

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,389

純 資 産 合 計 1,675,920

資 産 合 計 4,246,121 負 債 純 資 産 合 計 4,246,121

－ 21 －
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連 結 損 益 計 算 書
(自　平成28年10月 1 日

至　平成29年 9 月30日 )
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,888,040

売 上 原 価 4,225,556

売 上 総 利 益 2,662,483

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,474,813

営 業 利 益 187,669

営 業 外 収 益

受 取 利 息 229

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 20,896

受 取 賃 貸 料 1,220

受 取 補 償 金 5,555

そ の 他 7,531 35,432

営 業 外 費 用

支 払 利 息 28,423

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 105

為 替 差 損 42,024

そ の 他 22,112 92,665

経 常 利 益 130,436

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 60,631

訴 訟 関 連 戻 入 益 31,893

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 8,823 101,348

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5,505 5,505

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 226,278

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 40,879

法 人 税 等 調 整 額 △98,958 △58,079

当 期 純 利 益 284,358

親会社株主に帰属する当期純利益 284,358

－ 22 －

連結損益計算書



2017/11/27 9:12:23 / 17327385_マルマン株式会社_招集通知（Ｆ）

連結株主資本等変動計算書
(自　平成28年10月 1 日

至　平成29年 9 月30日 )
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平成28年10月１日残高 1,381,988 947,626 △1,292,860 △166 1,036,588

連結会計年度中の変動額

新株の発行（新株予約権
の行使） 176,716 176,716 353,432

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 284,358 284,358

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

－

連結会計年度中の変動額合計 176,716 176,716 284,358 － 637,790

平成29年９月30日残高 1,558,704 1,124,342 △1,008,501 △166 1,674,379

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 純資産合計その他有価証券評

価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成28年10月１日残高 △13 △28,473 △28,487 3,306 1,011,408

連結会計年度中の変動額

新株の発行（新株予約権
の行使） 353,432

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 284,358

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

164 29,863 30,027 △3,306 26,720

連結会計年度中の変動額合計 164 29,863 30,027 △3,306 664,511

平成29年９月30日残高 151 1,389 1,540 － 1,675,920

－ 23 －
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貸　借　対　照　表
（平成29年９月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関係会社長期貸付金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
固 定 化 営 業 債 権
差 入 保 証 金
長 期 未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,676,932
447,614
307,605

1,408,253
1,016,298

11,637
384,750
28,352
73,400
46,201
1,742

△48,924
590,647
170,486
115,038
12,579

0
42,869
45,646
38,000
7,492

154
374,514

1,600
130,250
65,268
47,130

131
44,942

1,056,100
34,125

401,314
32,615

△1,438,965

流 動 負 債 2,183,515
支 払 手 形 660,115
買 掛 金 659,121
未 払 金 346,794
未 払 法 人 税 等 38,729
預 り 金 31,339
返 品 調 整 引 当 金 72,602
製 品 保 証 引 当 金 9,381
短 期 借 入 金 223,880
１年内返済予定の長期借入金 99,600
1年内償還予定の社債 40,000
そ の 他 1,951

固 定 負 債 375,349
長 期 借 入 金 175,500
社 債 160,000
製 品 保 証 引 当 金 11,971
資 産 除 去 債 務 20,005
そ の 他 7,872

負 債 合 計 2,558,864
純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,708,564
資 本 金 1,558,704
資 本 剰 余 金 1,124,342

資 本 準 備 金 1,124,342
利 益 剰 余 金 △974,317

そ の 他 利 益 剰 余 金 △974,317
繰 越 利 益 剰 余 金 △974,317

自 己 株 式 △166
評 価 ・ 換 算 差 額 等 151

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 151
純 資 産 合 計 1,708,715

資 産 合 計 4,267,579 負 債 純 資 産 合 計 4,267,579

－ 24 －
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損　益　計　算　書
(自　平成28年10月 1 日

至　平成29年 9 月30日 )
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 6,742,985
売 上 原 価

製 品 売 上 原 価 2,257,757
商 品 売 上 原 価 1,857,741 4,115,499
返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 53,618
返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 72,602 18,984
売 上 総 利 益 2,608,501

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,397,286
営 業 利 益 211,215

営 業 外 収 益
受 取 利 息 216
受 取 配 当 金 18
受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 20,896
受 取 補 償 金 5,555
そ の 他 6,944 33,631

営 業 外 費 用
支 払 利 息 28,423
支 払 手 数 料 8,201
為 替 差 損 23,334
手 形 売 却 損 799
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,019
そ の 他 12,430 74,208
経 常 利 益 170,638

特 別 利 益
関係会社事業損失引当金戻入額 4,123
資 産 除 去 債 務 戻 入 益 8,823
訴 訟 関 連 戻 入 益 33,881 46,828

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 5,505
債 権 放 棄 損 43,322
そ の 他 1,988 50,816
税 引 前 当 期 純 利 益 166,650
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 40,762
法 人 税 等 調 整 額 △91,211 △50,448
当 期 純 利 益 217,098

－ 25 －
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株主資本等変動計算書
(自　平成28年10月 1 日

至　平成29年 9 月30日 )
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 資 本 剰 余

金 合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰越利益剰余金

平 成2 8年1 0月 １ 日 残 高 1,381,988 947,626 947,626 △1,191,416 △1,191,416 △166 1,138,032

事業年度中の変動額

新株の発行（新株
予約権の行使） 176,716 176,716 176,716 353,432

当 期 純 利 益 217,098 217,098 217,098
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変
動 額 ( 純 額 )

－

事業年度中の変動額合計 176,716 176,716 176,716 217,098 217,098 － 570,531

平 成2 9年 ９ 月3 0日 残 高 1,558,704 1,124,342 1,124,342 △974,317 △974,317 △166 1,708,564

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券評価差

額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平 成2 8年1 0月 １ 日 残 高 △13 △13 3,306 1,141,326

事業年度中の変動額

新株の発行（新株
予 約 権 の 行 使 ） 353,432

当 期 純 利 益 217,098
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変
動 額 ( 純 額 )

164 164 △3,306 △3,142

事業年度中の変動額合計 164 164 △3,306 567,388

平 成2 9年 ９ 月3 0日 残 高 151 151 － 1,708,715

－ 26 －
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年11月21日

マルマン株式会社
取締役会 御中

ＲＳＭ清和監査法人
指定社員
業務執行社員 公認会計士 川 田 増 三 ㊞
指定社員
業務執行社員 公認会計士 大 塚 貴 史 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、マルマン株式会社
の平成28年10月１日から平成29年９月30日までの連結会計年度の連結計
算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選
択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示
に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

－ 27 －
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、マルマン株式会社及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　　上

－ 28 －
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年11月21日

マルマン株式会社
取締役会 御中

ＲＳＭ清和監査法人
指定社員
業務執行社員 公認会計士 川 田 増 三 ㊞
指定社員
業務執行社員 公認会計士 大 塚 貴 史 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、マルマン株
式会社の平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第18期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当
監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監
査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。

－ 29 －

会計監査報告
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　　上

－ 30 －

会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第18期

事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に
基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収
集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会
社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて
いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

－ 31 －

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状
況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定
款に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役会決
議の内容は相当であると認めます。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人　ＲＳＭ清和監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果

会計監査人　ＲＳＭ清和監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

平成29年11月21日
マルマン株式会社　監査役会
常勤監査役 宮　内　幸三郎 ㊞
社外監査役 樋 口 俊 輔 ㊞
社外監査役 平 山 雅 彦 ㊞

以　上

－ 32 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（６名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つ
きましては、取締役６名の選任をお願いしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株
式 数

1
金 　 在 昱
(昭和44年1月6日生)

平成 7 年 4 月 Bain&Company Japan入社

－株

平成12年 4 月 The Boston Consulting Group 
Japan入社

平成15年 4 月 Manpower Group韓国支社代表
平成18年 4 月 The Riverside Company,Asia 

Private Equity Fund代表
平成23年 4 月 PineBridge Investments,Asia 

Private Equity Fund代表
平成

平成
平成

28

29
29

年

年
年

９

7
10

月

月
月

Orchestra Private Equity Fund 
１取締役（現任）
当社執行役員
当社代表取締役社長（現任）

2
松 下 高 広
(昭和37年4月11日生)

昭和60年 ４月 株式会社廣屋入社

－株

平成 2 年 2 月 株式会社ﾏﾙﾏﾝ（旧）入社
平成19年 4 月 ﾏﾙﾏﾝｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ株式会社取締役
平成21年 ５月 株式会社ｵｰﾈｯﾄ入社
平成23年 ６月 楽天株式会社ｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞ事業営業部長
平成26年10月 当社海外ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ長
平成27年 6 月 当社国内営業ｸﾞﾙｰﾌﾟ長
平成28年 １月 当社執行役員国内営業ｸﾞﾙｰﾌﾟ長
平成28年10月 当社執行役員国内ｺﾞﾙﾌ事業部長
平成29年10月 当社代表取締役専務（現任）

3
吳 　 洪 在
(昭和63年8月10日生)

平成24年 5 月 BMW Group Financial Service 
Japan入社

－株平成27年10月 PAG Investment Management
入社

平成29年 7 月 当社入社
平成29年10月 当社取締役（現任）

4
金 　 錫 根

(昭和33年3月25日生)

昭和
平成

平成
平成
平成
平成
平成

59
16

18
21
25
26
28

年
年

年
年
年
年
年

1
10

１
10
４
12
8

月
月

月
月
月
月
月

ＬＧ電子株式会社入社
株式会社ｺｽﾓ&ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ代表取締
役
株式会社ｺｽﾓ&ｶﾝﾊﾟﾆｰ専務取締役
ｼﾞｮﾝｻﾝE&T代表取締役
MarumanKorea Co.,Ltd代表取締
役（現任）
当社社外取締役
当社取締役（現任）

－株

－ 33 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株
式 数

5
石 上 晴 康
(昭和23年2月28日生)

昭和46年 7 月 日本輸出入銀行（現国際投資銀行）
入行

－株昭和56年 4 月 弁護士登録
西岡法律事務所入所

昭和59年 4 月 石上法律事務所開設（現任）
平成25年12月 当社社外取締役（現任）

6
永 井 　 猛
(昭和25年6月13日生)

平成 5 年 4 月 早稲田大学ｼｽﾃﾑ科研究所教授

－株

平成 9 年 4 月 早稲田大学大学院ｱｼﾞｱ太平洋研究科
教授

平成

平成

25

25

年

年

4

12

月

月

早稲田大学大学院商学研究科教授
（現任）
当社社外取締役（現任）

（注）1.　各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2.　石上晴康氏及び永井猛氏は、社外取締役候補者であります。
3.　社外取締役候補者とした理由は、以下のとおりであります。

　石上晴康氏は、弁護士としての豊富な経験と高度な専門知識を有していることから、
当社の経営全般に助力いただくとともに、経営に対する監視・監督機能の強化のため、
社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は直接会社の経営に関
与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行
できると判断いたしました。また、同氏の当社社外取締役在任期間は、本株主総会終結
の時をもって４年となります。
　永井猛氏は、マーケティングの専門家として広範な知見に基づき、当社の経営に有益
な助言等をいただけることから、社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏は直接会社の経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外
取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。また、同氏の当社社外取
締役在任期間は、本株主総会終結の時をもって４年となります。

4.　当社は、社外取締役が期待される役割を発揮できるよう現行定款において、社外取締
役との間に、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定
めております。これにより現在社外取締役である石上晴康氏及び永井猛氏と当社との
間で当該契約を締結しております。当社は石上晴康氏及び永井猛氏が取締役に再任さ
れた場合は、当該契約を継続する予定であります。

　　当該契約に基づく責任の限度額は、金1,200千円または法令の定めによる最低責任限
度額のいずれか高い額となります。

5.　石上晴康氏及び永井猛氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たし
ており、当社は両氏を独立役員として同取引所に届け出ております。両氏が取締役に再
任された場合は、両氏は引き続き独立役員とする予定です。

－ 34 －

取締役選任議案



2017/11/27 9:12:23 / 17327385_マルマン株式会社_招集通知（Ｆ）

第２号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠く場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願い
するものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
　なお、本選任の効力につきましては、就任前に限り、監査役会の同意を得て、
取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとします。

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

宮 木 　 啓 治
(昭和25年6月29日生)

昭和
昭和

49
51

年
年

4
4

月
月

一般社団法人日本能率協会入社
日本楽器製造株式会社（現ヤマハ株式
会社）入社

－株

昭和60年 8 月 株式会社日本能率協会コンサルティン
グチーフコンサルタント

平成 2 年 4 月 A.T Kearney Incorporatedプリンシ
パルコンサルタント

平成 5 年 8 月 A.T.カーニー株式会社副社長
平成11年12月 A.T  Kearney  Korea  L im i ted  

Liability Company社長
平成14年10月 株式会社ライトマネジメントジャパ

ン 代表取締役社長
平成18年 1 月 Right Management Incorporated

本社上級副社長
平成21年12月 マンパワージャパン株式会社（現マン

パワーグループ株式会社）特別顧問
平成26年 6 月 ASTI株式会社取締役(現任)

（注）1.　上記候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2.　宮木啓治氏は、社外監査役の補欠監査役候補者として選任するものであります。
3.　同氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、他社において要職を歴任されており、

その豊富な見識と経験に基づき、当社の社外監査役として透明性の高い公平な経営監視
に向け、有益な指摘や意見をいただくため、選任をお願いするものであります。

4.　当社は、監査役が期待される役割を発揮できるよう現行定款において、監査役との間
に、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めておりま
す。これにより同氏が監査役に就任した場合は、当社との間で当該契約を締結する予定
であります。当該契約に基づく責任の限度額は金1,200千円または法令の定める最低責
任限度額のいずれか高い額となります。

以　上

－ 35 －
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株主総会会場ご案内図
会場　東京都千代田区一ツ橋二丁目６番２号

日本教育会館　806号室
電話　03－3230－2831

なお、本会場には駐車場のご用意がございませんので、お車でのご来場はご遠
慮ください。
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《交　通》
地下鉄　都営新宿線・東京メトロ半蔵門線　神保町駅(Ａ１出口)より徒歩３分

都営三田線　神保町駅（Ａ８出口）より徒歩５分
東京メトロ東西線　竹橋駅（北の丸公園側出口・１ｂ）より徒歩５分
東京メトロ東西線　九段下駅（６番出口）より徒歩７分

ＪＲ線　総武線　水道橋駅（西口出口）より徒歩15分

総会会場までのルート
をスマートフォンでも
ご確認いただけます。

※フィーチャーフォンではご覧いただくことができません。

地図




